














（単位：千円、%）

4年度 3年度 増減額 増減率 概            要歳  入  項  目

11 8,020,000 7,120,000 900,000 12.6

普通交付税 7,650,000 6,750,000 900,000 13.3

国税のうち所得税･法人税･酒税･消費税･地方法人
税を原資とし、基準財政需要額が基準財政収入額
を超える団体に交付される。
　令和3年度当初算定実績　　　7,396,770千円
 (令和3年度当初算定実績との差＋253,230千円)
　※令和3年度再算定後実績　　　8,081,008千円
 　(令和3年度再算定後実績との差△431,008千円)

特別交付税 370,000 370,000 0 0.0
普通交付税で補捉されない特別の財政需要に対
し、地方交付税総額の6%が交付される。

12 14,000 14,000 0 0.0
交通安全施設整備の財源として交付されるもの
で、交付基準は交通事故発生件数と人口集中地区
人口が基礎となり交付される。

13 146,425 159,837 △ 13,412 △ 8.4

民間保育園入所児保護者負担金、取手北相馬休日
夜間緊急診療所運営費負担金、常総地域病院群輪
番制病院運営費負担金、放課後児童対策事業保護
者負担金等

14 297,769 317,876 △ 20,107 △ 6.3

・使用料(自転車駐車場、公立保育所、道路、住
宅、公園、体育館、公民館等)
・手数料(戸籍関係、し尿処理、粗大ごみ収集運
搬、建築確認等)

15 5,551,622 5,438,335 113,287 2.1

各事業及び事務にかかる負担金、補助金、委託金
(生活保護費負担金1,583,250千円、子どものため
の教育･保育給付費負担金985,589千円、自立支援
給付費負担金931,000千円等)

16 2,541,618 2,595,159 △ 53,541 △ 2.1 各事業及び事務にかかる負担金、補助金、委託金

17 54,257 56,379 △ 2,122 △ 3.8 土地建物貸付収入、利子及び配当金等

18 1,000,182 150,159 850,023 566.1
平和基金寄附金、ふるさと取手応援基金寄附金、
みどりの基金寄附金等

・基金繰入金

ふるさと取手応援基金繰入金875,844千円、財政調
整基金繰入金500,000千円、減債基金繰入金
150,000千円、公共施設整備基金繰入金79,921千
円、みどりの基金繰入金20,417千円、学校施設整
備基金繰入金7,507千円等

・特別会計繰入金

介護保険特別会計繰入金7,078千円、後期高齢者医
療特別会計繰入金100千円、国民健康保険事業特別
会計繰入金1千円

20 500,000 500,000 0 0.0 令和3年度からの繰越金

21 794,124 757,272 36,852 4.9
市税延滞金、市預金利子、貸付金元利収入、受託
事業収入、収益事業収入、給食事業収入、雑入

22 2,020,500 3,398,700 △ 1,378,200 △ 40.6

衛生債、農林水産業債、土木債、消防債、教育
債、合併特例債、緊急防災･減災事業債、公共施設
等適正管理推進事業債、臨時財政対策債、緊急自
然災害防止対策事業債

850,000 2,600,000 △ 1,750,000 △ 67.3
　令和3年度実績　　　 1,942,048千円
 (令和3年度実績との差  △1,092,048千円)
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19 繰入金 1,646,360 844,493 801,867 95.0

※令和3年度は国の補正予算において、地方交付税が増額され、普通交付税の再算定が行われた。
　[内容]普通交付税の調整額を復活するとともに、令和3年度に限り、基準財政需要額の費目に「臨時経済対策費」
　「臨時財政対策債償還基金費」が創設。
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